「足立区地域経済活性化基本計画中間見直し改定版（案）」について、ご説明いたします。
足立区地域経済活性化基本計画中間見直し改定版は、第１章から第３章で構成しています。
まず、計画の目的と改定の背景についてご説明いたします。
足立区地域経済活性化基本計画は、地域経済の活性化や産業の振興に資する施策の方向性を明らかにするとともに、その指標を示すことにより、区のみならず民間の資源が効果的に活用され、結果として区内経済の好循環を生み出すことを目的とした計画です。
足立区地域経済活性化基本計画の期間は、２０１８（平成３０）年度から８年間です。本来は、計画の折り返しにあたる２０２１（令和３）年度中に計画内容の中間見直しを予定していましたが、社会情勢に甚大な影響を与えた新型コロナウイルス感染症が長期化するなかで、区内事業者や区民の置かれた状況を理解するため、足立区産業実態等アンケート調査を実施し、この結果を踏まえて課題設定を見直す必要が生じたことから、２０２２（令和４）年度に見直しを行うこととなりました。
次に、足立区地域経済活性化基本計画中間見直し改定版における、新たな事業の位置付けについてご説明いたします。
販路拡大や先進技術の導入等、売上げ向上に取り組む意欲的な区内事業者への支援を「突き抜け支援」、アウトリーチや伴走支援等、変化する事業環境への適応を図る区内事業者に対する、経営基盤・経営意欲の向上支援を「底上げ支援」として、新たに本計画における重要な柱に位置付け、２０２５（令和７）年度の本計画最終年度まで、特に注力して取り組んでいきます。

また、足立区地域経済活性化基本計画中間見直し改定版では、コロナ禍で事業環境が大きく変化する中、区が区内事業者を支え、地域経済の好循環を生み出すため、次の８つの「動き」から社会経済環境の変化と区の現況を整理しています。
１つ目は、人口の動態と雇用情勢
２つ目は、景況
３つ目は、事業環境の変化への対応
４つ目は、技術の進展と活用状況
５つ目は、起業・創業の現状
６つ目は、消費動向
７つ目は、観光需要の動向
８つ目は、ＳＤＧｓ
次に、計画の体系についてご説明いたします。
足立区地域経済活性化基本計画中間見直し改定版では、アンケート調査の結果や各種統計データ等の分析から見えてきた課題を踏まえ、地域経済活性化に向けて６つの柱を策定し、各柱の下に施策と施策の方向性を設けるとともに、各施策の下の事業に関連した指標を設定しています。
各柱についてご説明いたします。

柱１は「意欲的な事業者の取り組みを積極支援」で、これが「突き抜け支援」にあたります。
目指す姿を、「製造業・加工業等が集積する利点を活かした異業種との協業や販路拡大」「先進技術の導入や将来を見据えた持続可能な事業展開」等に挑戦する意欲的な区内事業者を支援し、売上げの向上や効率的な経営を後押しすることで、区内経済を先導するリーディングカンパニーを育成する、としています。
柱２は「チャレンジ意欲や事業者の対応力の向上を促進」で、これが「底上げ支援」にあたります。
目指す姿を、「アウトリーチ」や「伴走支援」で、事業環境の変化に伴う課題解決をサポートし、事業者の経営意欲の向上を促す、としています。
柱３は「企業の成長を促す人材確保を支援」です。
目指す姿を、様々なスキルを持つ人材を区内事業者にマッチングし、「企業経営力の強化」と「就業の促進」を図る、としています。
柱４は「創業者の成長支援と区内起業の促進」です。
目指す姿を、区内創業者への継続的かつ手厚い支援を行うことで成長を促し、創業満足度を高め、区内での起業と定着を促進する、としています。
柱５は「新たな消費生活への適応を支援」です。
目指す姿を、拡大が見込まれるインターネットショッピングやキャッシュレス決済等、事業者・消費者双方に向けて、デジタル社会への適応を後押しする、としています。
柱６は「訪れたいまちにする観光施策とプロモーション」です。
目指す姿を、地域資源の発掘・活用に努め、区内エリアの回遊性を向上させるとともに、ターゲットを意識したインパクトある情報発信により区内外の評価を高めることで来街者を増やす、としています。
以上で、「足立区地域経済活性化基本計画中間見直し改定版」の説明を終わります。
